
款 項 目

2 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

事業名 予算額

行政一般管理 1,065

法規 5,234

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

51

行政管理

行政全般にわたる庶務を行う他、例規の編さん及び審査、文書管理、情報公開、行政不服審査等を行
うことで、適切な行政管理を行う。

●全体計画
　通年で、行政全般の庶務を適切に行う。

●主な事業内容
　・例規の編さん及び審査会等での適正な審査
　・信書郵便や事務用文書コピーに関することなどの全庁的な庶務
　・閉庁日における市民サービス確保のための宿日直の配置
　・公文書などの行政文書の管理、保管
　・情報公開、個人情報保護に関すること
　・行政不服審査に関すること
　・固定資産評価に対する不服審査に関すること

●主な予算内容
　・例規集データベースシステム更新及び維持管理委託料　4,620千円
  ・複合機用紙等消耗品                                4,418千円
　・複合機使用料　　　　　　　　　                    8,575千円
　・通信運搬費（後納郵便）　　　　　　　　　　　　　　5,640千円
　・宿日直業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　6,862千円

事業の目標

〇法規
　・制定改廃が必要な例規を審査し、例規集の更新を順次完了していく。
  ・事務の総点検に伴う要綱の公開について、優先度に基づき計画どおり公開していく。

施策事業名

一般管理費

事業目的

事業内容

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

25 0 125 915 86%

0 0 0 5,234 100%

34,500 99%

審査委員会等 393 0 0 0 393 100%

全庁一括庶務 34,690 0 0 190

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

合計 41,382 25 0 315 41,042 99%

 - - - - - 



款 項 目

2 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

事業名 予算額

人事管理 20,483

職員採用 606

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

50

組織・人事管理

職員の採用、人材育成、福利厚生、その他必要な人事管理事務を行う。

●全体計画
　職員研修（研修計画に基づく職員の能力向上及び意識改革）をはじめ、人事管理（職員採用、配置
　管理、人事評価）、職場環境整備（職員の健康保持、職場の安全衛生環境の向上）を継続して実施
　する。

●主な事業内容
　・職員の任免及び給与等の支払いに関する事務
　・職員研修
　　市自主研修（職場内、職場外、自己啓発）
 　 外部機関派遣研修（市町村振興協会研修センター、市町村職員中央研修所、尾張五市二町研修協
　　議会等の研修機関等）
　・職員派遣（国（文化庁）、人事交流：立山町）
　・派遣職員受入（愛知県職員）
　・職員の福利厚生、安全衛生（健康診断、ストレスチェック、健康相談の実施、職員互助会補助
　　等）

●主な予算内容
　・職員健康診断委託料　　　　　　　3,727千円
　・人事給与総合システム改修委託料　8,745千円
　・職員互助会補助金　　　　　　　　3,959千円
　・愛知県職員派遣負担金　　　　　　7,000千円

事業の目標

●職員の任用
　・適正な人員確保と職場配置による組織運営、会計年度任用職員制度の円滑導入
●職員研修
　・研修計画等に沿った各種研修の実施
●職場環境整備
　・職員が心身ともに健康で働く職場環境の充実

施策事業名

一般管理費

事業目的

事業内容

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 20,483 100%

0 0 0 606 100%

5,718 100%

職員福利厚生 3,959 0 0 0 3,959 100%

職員研修 5,718 0 0 0

1,048 100%

職員安全衛生 5,753 814 0 0 4,939 86%

職員交換派遣等 1,048 0 0 0

- - 

合計 37,567 814 0 0 36,753 98%

 - - - - - 



款 項 目

2 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

事業名 予算額

本庁舎管理 87,837

公共駐車場管理 4,863

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

57

庁舎管理

庁舎管理、公共駐車場管理を適切に行うことで、事務の効率化や市民サービスの向上を図る。

●全体計画
　通年で、市庁舎、犬山市公共駐車場、行政財産について適切に管理する。

●主な事業内容
　・庁舎管理に関すること
　・公共駐車場管理に関すること
　・全国市有物件災害共済会に関すること
　・所管となる行政財産目的外使用に関すること

●主な予算内容
　・光熱水費　　　　　　 　　　　20,800千円
　・電話料等　　　　　　　　　　　5,436千円
　・庁舎施設維持管理委託料　　 　56,659千円
　・公共駐車場機器借上料　　　　　3,000千円
　・公共駐車場管理委託料　　　　　1,048千円

事業の目標
・適正な庁舎管理を行うため、緊急の箇所を含め不具合の修繕を行う。
・福祉会館にある書庫の代替の書棚を本庁舎・西庁舎に整備をする。
・健康増進法の一部改正に伴い、本庁舎喫煙室を廃止し、屋外へ整備をする。

施策事業名

財産管理費

事業目的

事業内容

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 7,365 80,472 92%

0 0 4,863 0 0%

3,293 97%

庁舎等営繕 13,121 0 0 0 13,121 100%

分庁舎・西庁舎管理 3,401 0 0 108

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

合計 109,222 0 0 12,336 96,886 89%

 - - - - - 



款 項 目

2 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

事業名 予算額

公用車集中管理 11,995

集中管理公用車調達 1,100

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

59

公用車管理

公用車の適正管理及び車両の更新を行い、業務の効率化を図る。

●全体計画
　通年で、公用車の管理を適切に行う。

●主な事業内容
　・公用車の管理（車検、点検、修繕）に関すること
　・公用車の更新に関すること
　・燃料単価契約に関すること

●主な予算内容
　・燃料費　　　　　　　　　　　　　　5,478千円
　・車検修繕料等　　　　　　　　　　　3,390千円
　・自動車損害保険等の任意保険料　　　　620千円
　・自動車損害賠償責任保険の強制保険料　640千円
　・自動車購入費（1台分）             1,100千円

事業の目標

〇公用車集中管理
　・適正な公用車の管理を行う。
〇集中管理公用車調達
　・公用車の更新計画に基づき、順次、公用車を更新していく。

施策事業名

財産管理費

事業目的

事業内容

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 200 11,795 98%

0 0 0 1,100 100%

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

合計 13,095 0 0 200 12,895 98%

 - - - - - 



款 項 目

2 1 5

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- - 

合計 301 0 0 0 301 100%

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - - - - 

0 0 0 301 100%

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

61

公平委員会

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利益処分を審査し、
並びにこれについて必要な措置を講ずる。

●全体計画
　職員に対する不利益処分に係る不服申し立てに対し、委員会を開催する。

●主な事業内容
　・職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに応じた委員会の開催。
　・全国公平委員会連合会などの会議へ出席し、情報収集等を行う。

●主な予算内容
　・公平委員会委員報酬（3名）　　108千円
　・研修会などへの出張旅費　　 　118千円
　・需用費　　　　　　　　　 　 　17千円
  ・負担金　　　　　　　　　　　　58千円

事業の目標

〇公平委員会
　・公平委員会に関する事務を適切に行う。
　・職員に対する不利益な処分についての不服申し立てがあった場合には、速やかに委員会を開催
　　する。
　・全国での事例等について、情報収集等を行う。

施策事業名

公平委員会費

事業目的

事業内容

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

事業名 予算額

公平委員会 301

 - - 



款 項 目

2 4 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

事業名 予算額

選挙管理委員会 1,403

 - - 

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

89

選挙管理委員会

公職選挙法の規定に基づき適正な管理執行を行う。

●全体計画
　定時(3、6、9、12月）、選挙時及び例月の委員会を開催し、選挙人名簿及び在外選挙人名簿の調製
　を行う。また、各種選挙における適正な管理執行を行う。

●主な事業内容
　・各種選挙の管理執行
　・選挙人名簿の調製
　・選挙啓発活動の実施
　・直接請求に関する署名の効力の審査

●主な予算内容
　・選挙管理委員会委員報酬　　768千円
　・研修会等への出張旅費　　　354千円
  ・需用費　　　　　　　 　　　63千円
　・役務費　　　　　　　　　　115千円
　・負担金　　　　　　　　　　 98千円

事業の目標

〇選挙管理委員会
　・選挙人名簿の調製を行う。
　・適正な投開票事務を行う。
　・小学生を対象とした出前講座などの選挙啓発を行う。
　・継続的な選挙の投票結果の分析を行い、投票環境を充実させる。

施策事業名

選挙管理委員会費

事業目的

事業内容

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20 0 0 1,383 99%

- - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

合計 1,403 20 0 0 1,383 99%

 - - - - - 



款 項 目

2 4 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- - 

合計 44,956 0 0 0 44,956 100%

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - - - - 

0 0 0 44,956 100%

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

89

市議会議員一般選挙

４年毎に任期を迎える犬山市議会議員一般選挙を執行する。

●全体計画
　平成３１年４月２９日任期満了の犬山市議会議員一般選挙について適切な事務を行う。

●主な事業内容
　・適正な投開票事務の執行
　・投票率の向上のための啓発活動

●主な予算内容
　・投票立会人報酬　　　  　  　　　　　　834千円
　・需用費　　　　　　　 　　　　 　　　1,922千円
　・役務費　　　　　　　　　　　　　　　9,088千円
　・ポスター掲示場設置・撤去委託料　　　7,186千円
　・選挙運動用ビラ公営化負担金　　 　　 　992千円
  ・選挙運動用自動車使用公営化負担金 　14,900千円
　・選挙運動用ポスター公営化負担金　　  6,637千円

　事業費（人件費・賃金を除く）
　　H30当初予算　 　2,344千円
　　H30補正予算　 　7,186千円（全額繰越明許費）
　　H31当初予算　　44,956千円
　　　合計　　　　 54,486千円

事業の目標 ・４月に行われる投開票事務をスムーズに行う。

施策事業名

犬山市議会議員一般選挙費

事業目的

事業内容

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

事業名 予算額

犬山市議会議員一般選挙 44,956

 - - 



款 項 目

2 4 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

事業名 予算額

愛知県議会議員一般選挙 3,697

 - - 

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

91

県議会議員一般選挙

４年毎に任期を迎える愛知県議会議員一般選挙を執行する。

●全体計画
　平成３１年４月２９日任期満了の愛知県議会議員一般選挙について適切な事務を行う。

●主な事業内容
　・適正な投開票事務の執行
　・投票率の向上のための啓発活動

●主な予算内容
　・投票立会人報酬　　　   　　　834千円
　・需用費　　　　　　　 　　　 　70千円
　・役務費　　　　　　　　　 　　160千円
　・選挙備品借上料　             756千円
　・コミュニティバス運行負担金　  40千円

　事業費（人件費・賃金を除く）
　　H30当初予算　  11,582千円
　　H30補正予算　 　4,394千円（うち繰越明許費4,261千円）
　　H31当初予算　　 3,697千円
　　　合計　　　　 19,673千円

事業の目標 ・４月に行われる投開票事務をスムーズに行う。

施策事業名

愛知県議会議員一般選挙費

事業目的

事業内容

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,697 0 0 0 0%

- - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

合計 3,697 3,697 0 0 0 0%

 - - - - - 



款 項 目

2 4 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- - 

合計 23,646 21,726 0 0 1,920 8%

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - - - - 

21,726 0 0 1,920 8%

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

93

参議院議員通常選挙

３年毎に任期を迎える参議院議員通常選挙を執行する（議員の任期は６年）。

●全体計画
　平成３１年７月２８日任期満了に伴う参議院議員通常選挙の適切な事務を行う。

●主な事業内容
　・適正な投開票事務の執行
　・投票率の向上のための啓発活動

●主な予算内容
　・投票立会人報酬　　　        　　1,218千円
　・需用費　　　　　　　 　　　   　3,080千円
　・役務費　　　　　　　　　　  　　5,102千円
  ・ポスター掲示場設置・撤去委託料　4,137千円
　・選挙備品借上料　                  856千円
　・事務用備品購入費　　          　4,320千円
　・コミュニティバス運行負担金　       40千円

事業の目標 ・７月（予定）に行われる投開票事務をスムーズに行う。

施策事業名

参議院議員通常選挙費

事業目的

事業内容

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

事業名 予算額

参議院議員通常選挙 23,646

 - - 



款 項 目

2 5 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

事業名 予算額

統計調査総務事務 55

 - - 

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

95

統計調査総務

国が実施する統計調査に際して、統計調査員を確保するため、あらかじめ希望者を登録し、人材の確
保と資質の向上を図る。

●全体計画
　基幹統計調査の実施に備え、広報及びHP等において統計調査員の募集を行う。（年１回以上）

●主な事業内容
　・登録調査員の確保
　・「統計だより」の配布（年３回）
　・登録調査員希望者の登録、研修参加等の開催補助・案内

●主な予算内容
　・通信運搬費(統計だより等郵送/統計調査員５０人)　25千円
　・愛知県統計協会負担金　　　　　　　　　　　　 　 4千円

事業の目標

●統計調査総務
　・各統計調査がスムーズに行えるよう、広報及びHP等において統計調査員の募集を行い調査員を確
　　保する。
　・登録調査員希望者の登録、研修参加等の案内を行い、調査員の資質向上を行う。

施策事業名

統計調査総務費

事業目的

事業内容

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15 0 0 40 73%

- - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

 - - - - - - - 

 - - - - - 

- - 

合計 55 15 0 0 40 73%

 - - - - - 



款 項 目

2 5 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- - 

合計 4,360 4,360 0 0 0 0%

 - - - - - 

0 0%

全国消費実態調査 1,112 1,112 0 0 0 0%

農林業センサス 2,058 2,058 0 0

0 0%

工業統計調査 524 524 0 0 0 0%

経済センサス基礎調査 623 623 0 0

5 0 0 0 0%

38 0 0 0 0%

財源内訳
一般財源
の割合

国県支出金 地方債 その他 一般財源

95

基幹統計調査

国及び地方公共団体において、医療・福祉・経済など重要課題に対する施策を策定する上での基礎資
料作成を目的として実施する第二号法定受託事務の統計調査。

●全体計画
　・国の指定する基幹統計調査の実施
　　平成３１年度：工業統計、経済センサス調査区管理、経済センサス基礎調査、
　　　　　　　　　全国消費実態調査、国勢調査調査区設定、農林業センサス
　　平成３２年度：工業統計、経済センサス調査区管理、国勢調査
　　平成３３年度：工業統計、経済センサス調査区管理、経済センサス活動調査
  　平成３４年度：工業統計、経済センサス調査区管理、就業構造基本調査、
　　　　　　　　　住宅・土地統計調査調査区設定

●主な事業内容
　・平成３１年工業統計調査（毎年実施。対象は事業所のうち製造業のもの）
　・平成３１年経済センサス調査区管理（毎年実施。）
　・平成３２年農林業センサス（５年に１度、２月１日時点で調査を実施。対象は一定規模以上の
　　　　　　　　　　　　　　　経営耕地を持つ農家その他の農林業事業者）

●主な予算内容
　・工業統計調査調査員報酬　　　　　　    503千円
　・全国消費実態調査調査員報酬　　　　　　940千円
　・農林業センサス調査員報酬　　　　　　2,016千円

事業の目標
〇基幹統計調査
　・国の指定する各基幹統計調査（工業統計、経済センサス調査区管理、経済センサス基礎調査、
　　全国消費実態調査、国勢調査調査区設定、農林業センサス）を適切に実施する。

施策事業名

基幹統計調査費

事業目的

事業内容

平成３１年度　予算説明書

目名 予算書(P)
部局名 経営部

課　名 総務課

予算

事業名 予算額

国勢調査調査区設定 38

経済センサス調査区管理 5


